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Ⅰ．計画策定の趣旨

（今までの定員適正化計画に基づく部門別職員数の推移）
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○類似団体別職員数との比較

　本町では平成23年より「定員管理適正化計画」を策定し適正な職員数の確保及び配置、人
材育成の強化に取り組み、定員の適正化に努めてきました。
　近年、人口減少や少子高齢化、権限移譲の進展、住民ニーズの多様化・複雑化等に伴う行
政需要が拡大し、行政には的確かつ質の高い行政サービスを提供することが求められ、新た
な行政課題に対しても迅速に対応することが必要となっています。
　そこで今後も厳しい社会経済や財政状況が予想される中、財政運営の堅持のためには人件
費の抑制が必要となるものの、職員の減少が住民サービスの低下につながらないよう、適正
な職員数を保ち、行政サービスの維持・向上を図ることを目的とし、新たな定員管理適正化
計画を策定します。
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比　　　較 池田町 類似団体

Ｒ2.4.1 現在普通会計職員数 176人 182人

※　類似団体別職員数とは、全国の市区町村を人口と産業構造により、いくつかのグループ
　に分類し、人口１万人当たりの数値から、その団体の定員管理の基準となる職員数を算出
　するものです。

※　普通会計とは、地方公共団体の会計のうち公営企業等会計を除く一般会計等をいう。
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Ⅱ．取組目標

　　○計画期間 　　令和３年度から令和７年度までの５年間

　　　○目標 　　総職員数２００名へ目標の見直し

定員適正化計画に基づく部門別職員数の目標値
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Ⅲ．施策

　１．適正な職員数の確保及び配置
①公助・互助・自助の考え方に基づき行政・民間・地域住民の役割を明確化するとともに
　行財政政策の総点検を実施し、事務事業の見直し、住民サービスと職員数との関わりに
　ついて、事務量との適正規模に留意しつつ、組織の見直しに伴う適正な配置を行い、効
　率的な執行体制を築く。
②部門別の職員配置を適正にするとともに職員年齢構成の是正に努める。
③町の職員として長年培った能力及び経験を有効に発揮するため、定年後も公務内におい
　て引き続き働く意欲と能力を有する職員については、再任用職員として活用していく。

　２．人材育成の強化
　町民ニーズの多様化・高度化に対応できるよう、職員資質の一層の向上を図る必要がある
ことから、「人材育成基本方針」・「職員研修計画」を策定し、専門的知識の習得、人事交
流等を積極的に進め、職員ひとりひとりが効率よく職務を遂行できるよう積極的に研修に参
加し、人材育成をすすめ、更なる能力の向上を目指します。

　３．計画の推進
　この計画の推進にあたっては、毎年度定期的に進捗状況を公表するとともに、必要に応じ
見直しをしていきます。
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